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In Japan, passenger ships are important means of transportation and the vital facilities for islands.  
Passenger ships should transport disabled persons safely as well.  To reduce the barriers for disabled 
persons in all transportation facilities, “Transportation Accessibility Improvement Law” was entered 
into force on May 17, 2000. However, installation of barrier-free systems and their appropriate 
arrangements are difficult for comparatively small passenger ships. We have been engaged in the 
research on the barrier-free for passenger ships to achieve safe and more comfortable voyage for 
disabled persons. For these purposes, we have investigated barriers that disabled passengers 
encounter in existing passenger ships and enumerated their problems. In this paper, tentative results 
of investigation and other works are presented. 
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１．はじめに 
 海外で就航している大型クルーズ船（最大のものは 14
万総トン）をはじめ、日本の飛鳥、にっぽん丸（ともに２

万総トンクラス）といった外航クルーズ船は、旅客として

高齢者が多く、スペース等に余裕があるため、これまでも

バリアフリー設備がかなり整っており、さらなる対応も容

易と言える。一方、国内のみを航行する内航船においては、

クルージングのためだけでなく、生活航路として航行して

いる船舶も多い。図１に、平成 12 年 3 月時点の、国内定
期旅客船 1,088 隻の総トン数別の分布を示すが、1 万総ト
ン以上は 40隻、700総トン以上でも 175隻しかなく、中・
小型船が多く航行しており、これらの船では大型船とは異

なったバリアフリー対応が必要となる。 
内航旅客船のバリアフリーは、交通バリアフリー法の技

術基準に基づき、進められようとしているが、まだ課題も

残っていると考えられる。本稿では、中・小型を中心とし

た内航旅客船に適したバリアフリー設備の開発や、バリア

フリー船に適した各設備の配置を求めることを目指して、

旅客船に存在するバリアとそれを解決するための課題につ

いて検討する。 
 
２．船舶固有のバリアについて 
 船舶には、表１に示すような、他の交通機関・陸上施設

にはない固有のバリアがある。 
 まずは、波浪による船体動揺があげられる。動揺の大き

さは、海気象・船型等により様々ではあるが、法律に基づ

いた運航管理規定により運航を中止すべき気象及び海象条

件が定められているため、極端な動揺条件まで考える必要

はない。概ね有義波高３～４ｍまで運航されると考えられ、

動揺の片振幅で 10度までは起こると考えられる。 
 また、海では潮位変化があり、乗下船のための乗り込み

装置（タラップや連絡橋。以下、乗下船装置という。）の傾

斜角度は、対策が取られない限り変化し、乗下船装置の形

態にもよるが、スロープ部の傾斜が交通バリアフリー法技

術基準で推奨している勾配 1/12（傾斜角度 4.8度）以上に
なることも多い 1)。なお、タラップでは階段がついている

場合も多い。 
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Table 1 Barrier on passenger ships 

 
一方、船舶は、船内に水が入ると、船体が安定して浮か

んでいることができなくなる。よって、船内に水が入らな

いように、暴露甲板上には、水密のための敷居が設けられ

ており、その高さは省令によって決まっているが、内航船

の旅客区域では 150mmのものが多い。 
さらに、船舶は陸上から離れて海上に浮いているために、

乗下船を別にすると、外からの支援を受け難い。よって、

船内だけでバリアフリー対策等もとらなくてはならない。

特に、国内定期旅客船の多くを占める中・小型船はスペー

スが限られるため、一般的なバリアフリー設備を付加する 

Items of Barrier Substance 
Ship motion Less than about 10 degree 
Tidal range Slope angle change of a gangway 
Sill 150mm 
Off shore Basically a closed system in a ship 

Limitation of space Less space for barrier-free
equipment 

Fig.1 The number of passenger ships  
based on their gloss tonnage 



Table 2 Required items depending on disabled passengers along their routes in ships 

 
 
 
ことのみで対応するのは難しく、中・小型のバリアフリー

船に適した各設備の配置の検討や、小型船用の新たなバリ

アフリー設備の検討が必要となる。 
 
３．バリアフリー旅客船の課題 
 バリアフリー設計の考え方としては、旅客の動線に沿っ

て考えていくことが順当と考える。よって、利用者である

障害者の方々が船舶を利用するということから、その際に

必要とされる項目について表２にまとめる。他の交通機

関・陸上施設と共通したバリアフリー設備をそのまま用い

ることができる項目をのぞき、旅客船で解決すべき課題と

しては、次のようになる。 
 
3.1.乗下船の安全性の検討 
乗下船設備は、陸上施設と船舶とが連携した対策が望ま

しい。港内での停船状態であるため、動揺は少なく、潮位

変化による傾斜の方が問題になる。乗船を例に取ると、 Photo 1 An accommodation ladder 



①岸壁から直接船に乗下船装置がかけられる場合と、②岸

壁から一旦浮き桟橋に移り、そこから船に乗り込む場合が

ある。①は比較的大きな旅客船が対象となる。飛行機の搭

乗口のようなボーディングブリッジが、乗下船装置として

設けられている場合は、スロープ距離を長く取れるので潮

位の影響が少なく、安全に乗り込めるが設置数は少ない。

①で数が多いのは、写真１が示すような階段式のタラップ

や写真２が示す階段とスロープを組み合わせたタラップで

ある。潮位により、これらの傾斜角度が変化するため、車

いす利用者では、単独もしくは介助者１人では乗下船は困

難である。急傾斜並びに階段型タラップへの対策としては、

アメリカでは自動昇降装置 2）が、既に実用化されているが、

日本では人手に頼ることが多い。 
 ②では、浮き桟橋が潮位に応じて変化するので、浮き桟

橋から船への傾斜角度は一定に保たれる。比較的小型の船

への乗船はこの方式が多い。特に 20 総トン未満の小型船
では、写真３に示すような連絡橋で乗り込むことが多く、

ここでは、乗船券の受け渡しと同時に乗下船の介助もおこ

なっている。岸壁から浮き桟橋へは、スロープ状の可動橋

でつながっている。この可動橋の長さや幅が十分にとれる

構造となっていれば、潮位差の影響を抑えて傾斜をなだら

かにし、手すりなどの落下防止設備が設置できる。なお、

浮き桟橋の動揺については、水線幅を変えるなどの対策が、

提案されている 1)。 
 
3.2.甲板間移動の設備 
船旅として船の航行そのものを楽しむ場合や、ある程度

の時間を船内で過ごす場合、複数の旅客甲板を備えている

旅客船では、甲板間の移動が当然望まれる。平成 12 年 3
月時点において、国内定期旅客船 56 隻には、エレベータ
が設置されている。旅客船のエレベータは、船舶が縦に 10
度または横に 15 度傾斜している状態においてもその性能
に支障が生じず、1.10倍の荷重を負荷しても確実に動作す
るものが設置されている 3)。ある程度スペースに余裕のあ

る旅客船に、建造当初から設置するのであれば、現在の仕

様のエレベータで通常時の使用には、技術的な問題はない

と考えられる。 
しかし、平成 12 年 3 月時点で、甲板間移動設備が必要
な国内定期旅客船は、84.8％である 4)。これら既存船の小

規模改造や、新造であってもスペースの限られる小型船対

応には、簡易エレベータが有効であると考えられる。しか

し、防火規則が係わってくるため、エレベータは簡易にで

きても、防火構造を新たに必要とする問題が生じる。この

点を考慮しながら、現在、別途検討しているバリアフリー

ヨットの方式を参考にしていきたいと考えている 5)。 
 
3.3.水平移動時の設備 
 船内における水平面の移動に関しては、特に、船内にお

ける車いす走行の安全性・快適性を求めることを目的に、

動揺条件下の車いす走行の挙動について明確化するため、

シミュレーションの開発 6)並びに模型による実験 7)をおこ

なっている。この結果、バリアフリー旅客船としての通路

のあり方や転倒防止についての知見が得られる予定である。 
また、水平移動においてバリアとなるのは、前述した水

密のための敷居である。この対策には、スロープによる対

応が簡便ではあるが、150mm 高さの敷居に対して、交通
バリアフリー法技術基準で推奨している勾配 1/12（傾斜角
度 4.8 度）のスロープを設置することは、現状の小型船で
は現実的ではないので、別の対応策を検討している。 
 

 

 
3.4.加速度対策 
 海難審判庁採決録の旅客船事故例を解析したところ、衝

撃加速度による負傷、特に着岸時の衝撃で、旅客が負傷す

る割合が大きいことがわかった。旅客船では、高速船にお

いてシートベルトを着用することとなっているが、他の場

合は設けられていない。 
一方、車いす利用者の加速度対策としては、まず、車い

すの固定装置が必要と考える。車いすの固定装置は、車い

す利用者が自分で着脱できることが望ましい。一部の路線

バスに整備されている電動式の固定装置（利用者による着

脱可）8)は、機構的に優れており、旅客船での使用にも適

するものと考えている。車いす利用者自身の身体を加速度

から守るためには、固定装置と適切なシートベルトの組み

合わせが必要である 9)。 
 
3.5.バリアフリー旅客船における各設備の配置の検討 
以上、船舶特有のバリアを解消するための各課題につい

て検討したが、これらの設備を含め、障害者の方が利用す

るバリアフリー設備を、どのように配置するかについての

検討も必要となる。 
交通バリアフリー法では、障害者の方の優先席から、食

堂・売店・遊歩甲板・障害者用トイレへは、介助者なしで

移動できることとなっている。障害者の方の利便性だけを

考えると、それらの公共場所やバリアフリー設備を手近に

まとめることが得策と思われるが、それでは、船旅の楽し

さを減ずることにもなりかねない。そこで、船の用途別の

Photo 2 A gangway 1 

Photo 3 A gangway 2 



検討が必要となる。 
例として、20 総トン未満の小型船を取り上げると、全

297 隻が航行時間は 3 時間未満と短く 4)、乗下船口の近く

に優先席や障害者用トイレ等の設備を設けることが快適さ

も損なわず、安全確保の面からも、乗下船口に近いことは

有効と考えられる。 
 バリアフリーに関連する設備の配置は、航行時間や必要

設備も多くなる反面、スペースに制限のある中型船で特に

難しい。今後は、中型船について、基本的な一般配置図（設

計図）の分類分け等により、それぞれに対応した適切な配

置について検討していきたい。 
 
４．非常時の安全確保について 
 非常時を考慮した安全対策についても、船内で対処する

必要があり、検討を要する。国際海事機関（IMO）におい
ては、大型（巨大）旅客船の安全性について検討がおこな

われているが、著者らは、中・小型を中心とした内航旅客

船を対象に検討している。 
 まず、旅客船における避難について概観する。旅客船で

は、衝突・乗り揚げをはじめとする事故に起因する船体損

傷による浸水や火災等の非常時には、乗組員は非常時配置

につき、旅客に救命胴衣を着用させて、避難集合場所（救

命筏がある場合その乗船場所等）に誘導する。旅客船から

脱出しなくてはならない場合（退船）は、救命筏等により

退船する。 
バリアフリー対策に限らず、火災や浸水による避難時間

の確保並びに、被害そのものを小さくして、退船まで至ら

ないようにするためには、防火・防煙・浸水防止並びに、

それらの被害が及ぶ範囲の拡大を防ぐための対策が必要に

なる。現在の防火規則等も防火等の対策を規定しているが、

一般的に避難に時間がかかると想定され、かつ、退船に困

難が伴う障害者の方を考慮すると、さらなる防火・防煙・

浸水対策には、各区画設定や区画間の機構等、船体構造と

関連して検討していく必要があると考える。 
 次に、非常時を知らせる方法であるが、現在は、非常ベ

ルにより事故等の発生を知らせている。よって、聴覚障害

者の方には、直接は伝わらないので、聴覚障害者の方を対

象とした非常時情報伝達のための対策が必要になる。また、

視覚障害者の方には、非常ベルで非常時発生は伝わるが、

その後の誘導に関して、対策が必要となる。具体的な方法

については、別途検討をおこなっている。 
さらに、避難集合場所までの移動（避難）の時間の確保

のために、車いす利用者をはじめとする下肢不自由者の方

を主たる対象として、避難シミュレーションについて研究

を実施している。既存の避難シミュレーションシステム 10)

に、それら移動制約者の移動時間のパラメータを入れたシ

ミュレーションを実施していくとともに、本シミュレーシ

ョンシステムのリスク管理システムとしての位置づけも検

討している。 
非常時発生をはじめとする非常時情報伝達並びに障害者

の方の特性に考慮した避難誘導の確立と避難時間の確保と

ともに、効果的な介助の方策も求めていく必要がある。 
そして、退船についても大きな課題がある。一般に内航

旅客船では、救命筏に乗って逃げる。救命筏は 25 人乗り
のものが多く、退船時には、救命筏は海上投げ込まれ浮か

んでいる。旅客は、旅客船から脱出設備であるシューター

により、一旦、プラットフォーム（家庭用のビニールプー

ルのようなオープンエアのゴムボート）に降り、そこから

救命筏に乗り込む。よって、健常者でも、救命筏への乗り

込みは難しく、障害者の方はさらに困難が伴う。そこで、

旅客船上で救命筏に直接乗り込むもしくは、脱出設備の出

口が直接救命筏へ接続しているという形式が有効と考える。 
 
５．おわりに 
著者らは、中・小型バリアフリー内航旅客船に適したバ

リアフリー設備の開発や、各設備の適切な配置を求めるこ

とを目指して、内航旅客船における各バリアとそれを解決

するための課題について検討してきており、本稿では、こ

れまでの検討結果についてまとめた。 
旅客船のバリアフリー化は、主として設備や構造で対応

することはもちろんであるが、乗組員の配乗やその配置の

検討も不可欠と考えている。また、設備の使用に関しては、

補助装置等を配置し、障害者の方本人が使用できるが、介

助者や旅客船の乗組員にも使いやすくということも考慮し

ていく必要があると思われる。今後は、各課題について、

さらに研究を進め、中・小型を中心としたバリアフリー内

航旅客船に適したバリアフリー設備の開発や、各設備の適

切な配置を求めていく予定である。 
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